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英国における行政サービスの
アウトソーシング
高村幸治

Ⅰ　PPP（パブリック・プライベート・パートナーシップ）

Ⅱ ビジネス・サポートサービスの代表企業「サーコ」

Ⅲ ITサポートサービスの代表企業「英国EDS」

Ⅳ 日本の行政サービスの効率化

1 英国では、1980年代後半にサッチャー政権が進めた行政サービスの民営化の流

れを受け、行政サービスのアウトソーシングを請け負うサポートサービスとい

う産業が急拡大した。

2 サポートサービス産業のなかでも代表的な企業であるサーコは、防衛、交通、

民政、科学など幅広い分野に関連した行政サービスのアウトソーシングを受託

し、売上高約2500億円の大企業に急成長している。

3 サーコのビジネスの特徴は、行政のエージェントとしてプライムコントラクタ

ー（元請け企業）の機能を担い、プロジェクトマネジメントをコアスキルとし

ている点にある。適切なプロジェクトマネジメントを行うことで、行政サービ

スにかかるコストを平均で２～３割は削減している。

4 また、IT（情報技術）企業として有名なEDSの英国法人は、情報システムの

構築を基本とし、その上で運営管理面での業務受託を行うというビジネスを展

開している。

5 日本においても、行政サービスの効率化や低コスト化の流れを受けて、サーコ

型のビジネス・サポートサービスや、EDS型のITサポートサービスに類似し

た業態が出現する可能性が高い。

要約

NAVIGATION & SOLUTION

C O N T E N T S
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英国サッチャー政権といえば、BT（Brit-

ish Telecom）の民営化を思い浮かべること

ができる。また、公務員住宅などに対して

大規模なPFI（プライベート・ファイナン

ス・イニシアチブ）が行われたこともあげら

れる。

しかし、行政サービスを効率化する手段と

しては、民営化やPFIによる民間資金の導入

に加えて、行政サービスのアウトソーシング

も考えられる。本稿では、英国における行政

サービスの民間企業へのアウトソーシングに

ついて紹介し、日本における行政サービスの

アウトソーシングへの示唆を得たい。

行政サービスに市場メカニズム、民間企業

の経営手法、資金を導入する戦略は、パブ

リック・プライベート・パートナーシップ

（Public Private Partnership：PPP）と呼ば

れている。行政サービスに民間企業の経営ノ

ウハウを活かすことにより、行政サービスの

効率化を図るという考え方である。英国では、

1980年代後半のサッチャー政権が進めた民営

化、さらに90年代初頭からのPFIの導入によ

り、行政サービスの民間企業へのアウトソー

シングが拡大してきた。

PPPとは、大まかには民間委託とPFIの

２種類に分けられ、さらに民間委託もアウト

ソーシングと公設民営に分けられる（図１）。

なお、PPPには国営企業の民営化は含まれ

ない。

英国では、行政サービスのアウトソーシン

グを受託し、PPPを実際に推進する民間企

業が、他の欧州諸国と比べても非常に多い。

PPPを推進する企業はサポートサービス企業

と呼ばれ、ロンドン証券取引所には、これら

の企業を対象とするビジネス・サポートサー

ビスという産業分類項目が存在している。現

在、ビジネス・サポートサービス企業として

118社が上場しており、英国ではPPP関連ビ

ジネスは今や一大産業となっている。

PPPやPFIの土壌は、サッチャー政権が

作り上げたといえるが、現ブレア政権でも、

Ⅰ PPP（パブリック・プライ
ベート・パートナーシップ）

図1　PPP（パブリック・プライベート・ファイナンス）の概念�

注）PFI：プライベート・ファイナンス・イニシアチブ�
出所）杉田定大・光多長温・美原融『21世紀の行政モデル 日本版PPP（公共サービスの民間開放）』東京リーガルマインド、2002年より作成�

PFI民間委�託�（�公設民�営）�

公共サービスに市場メカニズムを導入することを旨に、サービスの属性に応じて民間委託、PFI、独立行政法人化、�
民営化などの方策を通じて、公共サービスの効率化を図ること�

公共サービス提供に関わる費用の削減と質�
の向上を目的に、業務を民間に委託するこ�
と�

英国では、3～7年の中期契約をベースと�
して民間企業に対して公共サービスの業務�
委託を行い、民間事業者の創意工夫を促し�
ている�

英国では、GOCO（Government Owned 
Contractor Operated：国有民営）として、�
公共からの委託のもと、公共が整備・所有�
している施設の運営を民間企業が実施して�
いる�

公共サービス（公共施設等の建設、維持管�
理、運営など）に民間の資金、経営能力お�
よび技術的能力を導入し、国や地方公共団�
体などが直接実施するよりも効率的かつ効�
果的に公共サービスを調達すること�

英国では、10～40年の長期契約をベース�
として民間企業が資産を保有し、官に代わ�
って公共サービスを提供している。対象分�
野は、防衛、教育、交通、病院、刑務所な�
ど多岐のサービスにわたる�

PPP

民間委�託�（�アウトソーシン�グ）�

PPP
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行政向けのサポートサービスを提供する民間

企業を育てていこうという意向は強い。この

点、ブレア政権は、サッチャー政権の考え方

を継承しているといえ、労働党は、必ずしも

民営化に逆行する考えをもっているわけでは

ない。行政サービスに市場メカニズムを導入

するという基本の流れに逆行することは、政

策的な混乱を招くというのが、大多数の考え

方である。

1 行政サービス民営化の
流れに乗り高成長

さて、サポートサービス産業のなかでも

代表的な企業として知られるのが、サーコ

（Serco Group Plc）である。

サーコは元来、1929年に米国RCA（Radio

Corporation of America）が、英国に設立し

た映画産業向けサービス提供法人であった。

その後、1987年にSercoと改名した後、MBO

（親会社からの経営権買い取り）によりRCA

から独立した。ロンドン証券取引所への上場

は1988年である。

サポートサービス事業の出発は、1964年、

英国空軍の弾道ミサイル早期警戒システムの

メンテナンスを開始した時点にさかのぼる。

そのために、防衛関連設備のサポートサービ

スが主軸ではあったが、サッチャー政権下で

の行政サービス民営化の流れのなかで、さま

ざまな行政サービス分野でのサポートサービ

ス事業に進出することとなった。

サーコは、弾道ミサイル関連設備、病院、

学校、道路、鉄道、空港、刑務所などさまざ

まな分野における行政サービスに対して、設

備メンテナンス、プロジェクトマネジメント、

システムサポート、ビジネスデザイン、建設、

ファイナンス、業務オペレーションなど、多

様なサポートサービスを提供する。

サーコの2002年末時点の企業規模は、売上

高が約13.2億ポンド（約2519億円：１ポンド

190円で計算）、税引き前利益は5700万ポンド

（約108億円）であり、従業員数は約３万人で

ある。今までの売上高と利益の成長性は高く、

ほぼ年率20％程度の伸びを一貫して示してい

る（図２）。英国における行政サービスの民

営化の流れと歩調を合わせ、順調に業容を拡

大してきたことがわかるだろう。

2 多岐にわたるビジネス内容
サーコが行っているサポートサービス事業

の内容を詳しく見てみよう。行政サービスに

Ⅱ　ビジネス・サポートサービスの
代表企業「サーコ」

図2　サーコの売上高と利益の推移�

注）売上高には合弁企業によるものも含む�
出所）サーコの年次報告書より作成�

税引き前利益�
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市場メカニズムの導入を図る際に、PFIによ

り民間資金の導入を伴わせる試みも普及して

いるが、サーコの全体のビジネスの中で、

PFIによる売り上げは10％以下しか占めてい

ない。つまり、民間委託の占める割合が大半

であり、これが英国における公共サービス・

サポートサービスの標準的な姿のようであ

る。

図３にサーコが手がけるビジネスの分野別

売上構成比を示す。防衛、交通、民政関連が

それぞれ27％、科学関連が９％、民間向けが

10％である。もともと防衛関連分野のサポー

トサービスに強かったが、現時点では、交通、

民政（教育、医療、裁判所など）関連の分野

の比率が極めて大きくなってきている。

また、地域別に見ると、英国（70％）を中

心として、北欧諸国、フランス、ドイツ、イ

タリア、オランダなどを中心とした欧州・中

東（13％）、オーストラリア、ニュージーラ

ンド、香港、シンガポールなどのアジア・太

平洋（12％）、米国、カナダの北米（５％）

が成長しており、地域的にも拡大を図ってい

ることがわかる。

次ページの表１と71ページの表２に、地域

別、分野別に、具体的にどのようなサポート

サービスを行っているかをまとめた。業務範

囲が極めて多岐に広がっていることが理解で

きよう。

3 行政エージェントとしての機能
サーコのビジネスを第一に特徴づけるの

は、サーコが行政のエージェントとしてプラ

イムコントラクター（元請け企業）の機能を

担うという点にある。

サーコは、行政に向けて、メンテナンス業

務の労働力を提供するだけでなく、行政の窓

口となり、資金徴収、投資管理、購買など

種々の機能を提供するエージェントとなると

いう点に特徴がある。

例えば、学校に対するサポートサービスで

は、サーコは、教室の修復を行う建設会社と

の交渉、試験の運営管理、教材の購入など、

種々の業務をすべて、学校側のエージェント

として、取り仕切っている。また、医療機関

向けサポートサービスの例では、看護婦の採

用について、サーコが採用業務を取り仕切っ

図3　サーコの売上高の分野別、地域別構成比（2002年）�

出所）サーコの年次報告書より作成�

アジア・太平洋�
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北米  5％�

英国�
70％�

欧州・中東�
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民間�
10％�

防衛�
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交通�
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民政�
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て行う場合もある。つまり、サーコは、行政

側を代表して、調達業務や必要な人材の採用

業務など、種々の交渉ごとの窓口となる。

このようなエージェントとしての位置付け

を獲得できる点が、サーコの強みであるとも

いえる。サーコや、同様にサポートサービス

事業で成功している企業に共通して見られる

特徴は、行政側との関係の構築、特にプライ

ベートなレベルまで含めた行政側との関係の

作り方が秀でているという点にある。無論、

公共調達のあり方について、英国では明確な

ルールの確立が進んでいる。しかし、実際に

は、行政側との関係の構築を常に行っている

ことが重要である、との認識が広く行き渡っ

ている。

4 公務員の継承
サポートサービスでは、サポートを行う業

務にもともと関わっていた公務員を、サポー

トサービス提供企業が、自社の従業員として

継承する仕組みをとることが一般的である。

サーコでは、従業員数約３万5000人のうち、

公務員だった者が約２万人存在する。

公務員の継承をどのように行うかは場合に

よって異なるが、最も基本的なアウトソーシ

ングの場合では、対象とするサポート業務に

関わっていた公務員のすべてをサーコが雇用

することになる。

例えば、清掃業務のように業務内容が明確

で切り離しやすいものであれば、清掃業務を

行っていた公務員すべてをサーコが雇用する

のが一般的である。また、弾道ミサイル施設

のサポートサービスの契約では、非常に技術

的なサポートを行うことが必要であるため

に、専門家をサーコに移転することが必要で

あるということと、そもそもそのような専門

家が抱えている業務は対象範囲が限定的であ

るということから、サーコへの移転も容易に

行うことができた。

問題となるのは、例えば、ある公共サービ

ス部門全体を行政がアウトソーシングしよう

表1 サーコの地域別、分野別サポートサービスの概要（その1）

①英国（売上高9億3050万ポンド、売上構成比70％）

防衛 �英国空軍の弾道弾早期警戒システムのメンテナンス

�ヘリコプター操縦訓練用システムから、原子核兵器施設のマネジ
メントまで、幅広いサポートサービスを提供

�国防関連のタスクマネジメント、オペレーションサポート、ロジ
スティクスサポートなどを提供

民政 �裁判所、教育、医療、地方自治体向けサポートサービスを提供

交通 �道路、鉄道に関するメンテナンスサービスを提供

�道路トラフィックマネジメント・システム、乗降客情報メンテナ
ンス、鉄道インフラメンテナンスなどを提供

�高速道路エージェンシーの新しい交通コントロールセンターを設
立中

�ドックランド・ライト鉄道、マンチェスター・メトロリンクに対
してサポートサービスを行い、1800kmの路線を含む各種鉄道関
連設備のメンテナンス、コールセンターを用いた旅客向け情報サ
ービスなどを提供

科学技術 �国立物理学研究所などの科学技術研究施設の運営管理

�英国で最大の、原子力施設の安全管理のサービスプロバイダー

②欧州・中東（売上高1億7060万ポンド、売上構成比13％）

防衛 �ドイツ国防省、オランダ空軍向けサービスを提供

民政 �ビルメンテナンスから、原子核施設の安全管理などの技術的サー
ビスまで

〈 IT（情報技術）サポート〉

�欧州委員会の IT設備へのサポートサービスを提供

�ESA（欧州宇宙機関）、欧州議会、イタリア中央・地方政府など
の IT設備へのサポートサービスを提供

交通 �欧州大陸諸国向けに、鉄道および交通関連のメンテナンスサービ
スを拡大中

�北欧諸国では、契約件数が特に増えている。新設されたコペンハ
ーゲンの地下鉄およびストックホルムの中央技術システムを運用。
交通管理、交通情報や旅行情報を地域住民に提供

〈航空交通〉

�バーレーンの航空交通コントロールなど、空港関連サービスを提
供

�その他の地域で、航空交通コントロールに加え、エンジニアリン
グ、気象関連サービス、飛行情報サービス、航空交通コントロー
ル訓練サービスを提供。航空システムを開発

科学技術 �欧州委員会（ESA）に、宇宙探査機エンジニアリングや IT設備管
理などのサービスを提供
�CERN（欧州素粒子物理学研究所）などへのサポートサービスも
提供
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とした場合、もしこの部門に関わっていた公

務員のすべてをサーコに移してしまおうとし

ても、役所内のミドルマネジメントは複数の

業務に関わっていることが一般的であるた

め、移転すべき人材と移転すべきではない人

材の選別が必要となることである。

実際には、サービスの前面に出ていたよう

な最前線スタッフの公務員（清掃係やエンジ

ニアなど）はそのままサーコに移転するが、

ミドルマネジメント層については、移転する

者と公務員にとどまる者が生じるようであ

る。結果として、当該業務に関わる人員の削

減が、ミドルマネジメントのレベルまで行わ

れたことになり、この分が人件費の削減に寄

与することになる。

ちなみに、公務員が、サポートサービス企

業の従業員として継承される場合、彼らの雇

用条件については、欧州の規制（英国では

TUPE制度：Transfer of Undertaking Protec-

tion of Employment：事業譲渡の場合の被雇

用者雇用保護に関わる制度）により、行政側

に所属した時点でもっていた雇用条件が完全

に保護されなければならないことになってい

る。したがって、サポートサービス企業が雇

用する場合、元の給与、年金、有給休暇など

を含む雇用条件を保障しなければならない。

サポートサービス企業によっては、公務員

の継承時に、公務員当時と同じ雇用条件と、

民間企業としての雇用条件の２つを提示し、

どちらかを選択させるという方法をとる場合

もあるようである。

公務員当時と同じ雇用条件は、被雇用者に

とっては、将来の収入や年金が予測しやすい

という利点があるが、その一方で、民間企業

としての雇用条件はインセンティブボーナス

が手厚いなどの利点もある。あるサポートサ

ービス企業の例では、年齢が高い公務員は、

公務員と同等の雇用条件を選択し、年齢の若

い層（45歳以下）は、民間企業としての雇用

条件を選択する傾向にあった。

TUPE制度の存在は、一面では、アウトソ

ーシングにおける労務コストの制約条件にな

っており、PPPによる効率性改善の足かせ

となっているようにも考えられる。しかし、

逆にTUPE制度がなかった場合には、行政

表2 サーコの地域別、分野別サポートサービスの概要（その2）

③アジア・太平洋（売上高1億5510万ポンド、売上構成比12％）

防衛 �オーストラリアでは、駐屯地全体の50％に対してサポートサービ

スを提供

�ニュージーランドでは、防衛関連向けで、最大のサービスプロバ

イダー

民政 �ビルメンテナンス、倉庫流通設備メンテナンス、医療機関向けサ

ポート、水道汚水関連設備サポートなどを実施

�主要契約は、メルボルンの水道局向け技術サポートサービス。26

万にものぼる施設に対するサポートサービスを提供

�香港およびオーストラリアでは、医療機関向けサポートサービス

を提供

交通 �オーストラリアでは、バスの運行、道路インフラのメンテナンス、

交通管理システムのサポート、空港関連サポートなどのサービス

を提供

�オーストラリア政府からグレートサザン鉄道を購入し保有

�香港では、トンネル道路や駐車場などを管理

④北米（売上高6990万ポンド、売上構成比5％）

防衛 �基地向けサポートサービスを主として提供

�米国では、ライトパターソン空軍基地で、2万3000人の基地内住
民および数千人の訪問者向けに、車両オペレーションと車両メン
テナンスを提供

�カナダでは、300人以上のスタッフを雇用し、グース基地の国防
部向けに、種々のサポートサービスを提供

民政 �連邦政府、地方政府向けにサポートサービスを提供

�駐車場の管理、施工サービス、地方自治体が保有する車両の管理、
環境調査の実施、余暇施設の運営

交通 �米国では、民間航空交通管制のオペレーションを提供。現在、58
の航空管制塔を運営

�米国、カナダ、バミューダで、民間空港、軍用空港の気象サービ
スなども提供

�防衛関連施設や地方自治体で、車両メンテナンスを提供
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サービスの民間へのアウトソーシング時にお

ける公務員の雇用が問題となり、実際には、

アウトソーシングを進めることが政治的に困

難になることも予想される。英国において、

PPPが進んだ１つの要因として、TUPE制度

により公務員の雇用条件が保護された点は無

視できない。

ちなみに、同じ条件で公務員を継承する場

合、人件費の制約条件を抱えることになるが、

その条件下であっても、サーコでは、業務プ

ロセスマネジメントの改善などにより、業務

の効率性を高め、結果的には、およそ２～３

割程度のコスト削減が、一般的には可能との

ことである。

5 チェンジマネジメント・スキル
サーコは、自らのコアスキルをチェンジマ

ネジメント・スキルであると捉えている。防

衛施設、学校、刑務所といった個別の業務分

野に関する業務知識がコアスキルであるとい

う捉え方はしておらず、行政から委託された

業務のプロセスを改善し、業務に関わる組織

を管理するスキルこそが、最も重要なスキル

であると捉えている。

チェンジマネジメントを実際に発揮する際

には、シニアマネジャーの役割が重要であ

る。このためサーコは、｢サーコ・インステ

ィテュート（サーコ・ベストプラクティス・

センター）」という組織をもっている。これ

は、マネジメントスキルの蓄積とプロジェク

トチーム間でのベストプラクティス（最先端

の事例）の情報共有を推進する組織である。

シニアマネジャーは、ここからベストプラク

ティスのケースを学ぶことができる。また、

ベストプラクティスに関する学習が日々の業

務を通じて行われるよう、サーコ・インステ

ィテュートがシニアマネジャーに指針を与え

るような活動を行っている。

シニアマネジャーは、ひとつのプロジェク

トが終わると、別のプロジェクトのマネジャ

ーとして移っていく。このことで、前のプロ

ジェクトで獲得したマネジメントスキルを別

のプロジェクトに展開していくという、組織

内でのスキルの展開が図られることになる。

サーコの組織は、行政との個別契約単位の

部署が、複数並列で存在しているような、非

常にフラットな構造となっている。プロジェ

クト（個別契約）間でベストプラクティスの

共有を図るためには、シニアマネジャーの能

力が高いことが必要である。防衛、医療、教

育、交通など非常に幅広い技術分野にまたが

り、業容を拡大してきた背景には、このよう

な、マネジメントスキルをコアスキルとし、

技術的専門性は外部から調達（公務員の継

承）可能な二次的要素であるとみなす基本思

想があったと考えられる。

サポートサービス事業を成立させる要因と

して、サポートの対象となる個別の業務分野

に関する知識以上に、サポート組織の運営管

理ノウハウ、業務プロセスの改善に関する提

案力などが必要であるという点は、日本にお

いて同種のサービスを展開する場合にも重視

すべき点であろう。

1 情報システムを核とした
サポートサービス
サーコが、チェンジマネジメントのスキル

Ⅲ ITサーポートサービスの
代表企業「英国EDS」
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をコアスキルとして、多様な技術分野でのサ

ポートサービスに事業を展開していった事例

であったのに対して、IT（情報技術）とい

う技術をコアに、IT企業としての機能は維

持しつつ、PPP市場で成功してきた事例が

英国EDSである。

EDS（Electronic Data Systems）は、米

国に本社のある有力なIT企業だが、EDSの

英国法人では、社会保障分野を中心に、さま

ざまな行政サービス分野におけるIT関連の

アウトソーシングの受託を成功させてきた。

表３に、英国EDSの過去のアウトソーシン

グ受託実績の概要を示す。

英国EDSは、サッチャー政権時代にビジ

ネス上の提案を行う場合、サッチャーのアド

バイザーであった大学教授に最初に提案を試

み、そのうえで、大学教授からサッチャーや

その他の政治的リーダーに話を通してもらう

よう働きかけていたといわれる。PPPのビ

ジネスの仕組み自体は複雑なものであるた

め、理解力のある大学教授への説明を重視し

たのである。

というのも、サッチャー自身にPPPによ

るビジネスの仕組みを説明するのに十分な時

間をとることは実際上不可能だったし、サッ

チャー自身は英国EDSを単なるIT企業とみ

なしており、EDSが行おうとしているPPP

ビジネスモデルが、PFIなどの金融に関わる

仕組みと絡んだものと認識しているわけでも

なかったからである。

英国EDSの行政サービスアウトソーシン

グの特徴は、情報システムの構築が基本にあ

って、その上で運営管理面の業務受託を行う

というものである。その意味で、英国EDS

はサーコのような企業とは直接的には競合の

関係にない。EDSでは、もともとのIT企業

の位置付けから、情報システムを中心としつ

つも、その周辺の業務プロセス全体を受託す

表3 英国EDSのビジネス展開

年度

1989

1990

1992

1994

1995

1996

1997

1998

2000

ビジネス

�最初の社会保障データセンター

�2番目の社会保障データセンター

�育児給付関連情報システム

�運転免許機関情報システム

�内国税収入情報システム

�2つの社会保障データセンターの　

契約更新

�住宅手当の運営管理

�裁判所の情報システム

�公務員年金

�雇用サービスの情報システム

�ロンドン地下鉄の発券業務

�防衛職員向け給与関連システム

�刑務所の情報システム

備考

�英国の社会保障関連のデータ処理を行うデータセンターの運営管理。

5年間の長期契約。IT関連サポートサービス契約としては英国初

�育児給付とは、父親が、子供と母親に養育費を支払わない場合に、母

親が政府を通じて、父親に養育費の支払いを請求し、実際に振り込み

を行わせることができる制度

�10年間の長期契約

�EDSを含め数社でコンペを実施

�低所得者層向けに、政府が住居費用を提供する住宅手当の運営管理

�すべての訴訟事件の情報や証拠情報、タイムテーブル、判決情報など

を管理。裁判所の情報システムに基づくすべての業務管理

�雇用サービスとは、求職者向けのジョブマッチング

�チケット発券サービスなどの業務の請負。現在では、スマートカード　

（ICカード）を、約1000万人に発行
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るという考え（ビジネスプロセス・アウトソ

ーシング）に基づき、事業領域を拡張してき

ている。

英国EDSがビジネスプロセス・アウトソ

ーシングの主要事例としてあげているのが、

以下に述べる1994年の内国税収入情報システ

ムと、98年の防衛職員向け給与関連業務であ

る。これら２つの事例では、情報システムの

構築と同時に、情報システムのメンテナンス

やコールセンターの運営に関わっていた公務

員をEDS内に継承し、行政が担っていた業

務全体をEDSが請け負っている点が特徴的

である。

2 内国税収入情報システム
1994年に、英国EDSが獲得した内国税関

連の業務受託は、EDSとしては、初めての

PPPとしての契約であった。つまり、内国

税収入関連の情報システムの構築や管理を

EDSが行うのと同時に、税金の徴収に関わ

る業務を行っている公務員をEDSが継承し

て、EDSが行政の代わりに業務の運営を行

うというものである。

当時、珍しく10年という長期間の契約が締

結された。情報システムを提供するだけでは

なく、実際の徴収業務も英国EDSが請け負

う点が、当時としては先駆的な契約形態であ

った。

英国EDSでは、住民向けのサービスレベ

ルを向上したいという行政の意向を受けて、

住民向けサービスチャネルとして、対面によ

る対応に加えて、インターネットやコールセ

ンターによる対応も可能にしている。これら

複数チャネルによる住民向け対応を、すべて

EDSの職員（元公務員）が行っている点が

興味深い。現在では、内国税関連のサービス

は、40％が電子的に処理されているという。

3 防衛職員向け給与関連業務
英国EDSは、1998年に、英国防衛省の直

轄団体であるAFPAA（Armed Forces Per-

sonnel Administration Agency：英国防衛職

員管理機関）から業務を受託し、防衛関連の

現職職員および退職職員向けの給与、各種手

当に関わる管理を一切引き受けた。EDSは、

英国防衛省がもともと保有していた職員およ

び退職職員向けの給与や手当を処理する情報

システムを引き受けた後、これらの情報シス

テムを新しいものへと更新した。

英国EDSが引き受けた情報システムは、

もともと、空軍、陸軍、海軍などにまたがっ

て、約260種類の異なる職員管理システムか

ら成り立っており、これらはそれぞれが異な

るプラットフォーム上で構築されているとい

うものであった。EDSは、統一した情報シ

ステムを構築すると同時に、1350人の防衛省

職員を継承した。

情報システムは、34万人以上の給与レコー

ドの処理、57万人以上の職員データ、72万

5000人以上の退職者のデータを扱っている。

運用に関わるコストは、英国EDSへの業務

委託によって、約30％削減された。また、現

職職員や退職職員からの問い合わせを処理す

るコールセンターも、EDSによって運営さ

れている。

以上、２つの事例が示すように、英国では、

行政が本来担うサービスを、英国EDSのよ

うなIT企業が、情報システムの構築・運用

と同時に、インターネットやコールセンター
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による住民向けサービスをも担っている点が

興味深い。

英国では前述のように、サッチャー政権下

で行政サービスの民営化が進み、行政サービ

スのアウトソーシングを受託するサポートサ

ービスが産業として急拡大した。

サポートサービス産業のなかでも代表的な

企業であるサーコは、防衛、交通、民政、科

学など幅広い分野に関連した行政サービスの

アウトソーシングを受託し、売上高約2500億

円の大企業に急成長している。また、IT企

業として有名なEDSの英国法人は、ITサー

ビスをベースにしたサポートサービス事業を

拡大している。

サーコのビジネスの特徴は、行政のエージ

ェントとしてプライムコントラクターの機能

を担い、プロジェクトマネジメントをコアス

キルとしている点にある。適切なプロジェク

トマネジメントを行うことで、行政サービス

にかかるコストを平均で２～３割は削減して

いる。

日本でも、行政サービスの効率化や低コス

ト化の流れを受けて、同様の業態が出現する

可能性が高い。このような行政サービスの民

営化の進展は、地方自治体における地域住民

向けサービスの業務の効率化と質の向上を図

るうえで、示唆に富むのではないだろうか。
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Ⅳ　日本の行政サービスの効率化
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